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１　概況

主要指標

【参考*】
平成28年

令和3年 増減数 増減率 全国ｼｪｱ 全国順位
【参考*】
平成28年

令和3年 増減率

企業数（者） 89,748 85,472 ▲ 4,276 ▲4.8% 2.3% 11位 3,856,457 3,684,049 ▲4.5%

民営事業所数（所） 127,057 122,155 ▲ 4,902 ▲3.9% 2.4% 11位 5,340,783 5,156,063 ▲3.5%

従業者数（人） 1,302,074 1,303,624 1,550 0.1% 2.2% 11位 56,872,826 57,949,915 1.9%

付加価値額（億円） 62,391 61,130 ▲ 1,261 ▲2.0% 1.8% 11位 2,895,355 3,362,595 16.1%

（注1） 平成28年、令和３年付加価値額については、それぞれ平成27年、令和２年（１月から12月までの１年間）の数値である。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

広島県 全国

項目

（注2） *令和３年経済センサスの甲調査の対象事業所（企業等）は、平成28年経済センサス‐活動調査では活用されていなかった「国税庁法
人番号公表サイト」情報から、過去の調査で捉えていない外観からの確認では把握が困難な事業所を加えた調査名簿を基に調査を行った。
このため、従来の活動調査よりも幅広に事業所を捉えており、単純に比較ができないことから、平成28年経済センサス‐活動調査結果につい
ては「参考」と表章している。
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（注） 　 従業員数の総数には男女別の不詳を含む。

（資料）  総務省「令和３年経済センサス」 

（注） 　  民営事業所数の総数には法人でない団体を含むため、合計値と一致しない。

（資料）  総務省「令和３年経済センサス」
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２　産業大分類別の状況
（１）企業数及び民営事業所数

卸売業、小売業, 17,205 

建設業, 9,779 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業, 
9,769 

不動産業、物品賃貸業, 
8,390 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽

業, 7,884 

製造業, 7,593 

医療・福祉, 6,940 

学術研究、専門・技術

サービス業, 4,744 

教育、学習支援業, 2,556 その他, 10,612 

産業大分類別企業数（R3）

卸売業、小売業 
20.1 20.1 

建設業 11.4 11.6 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞ

ｽ業 11.4 
11.6 

不動産業、物品賃

貸業 9.8 8.9 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業、娯楽業 9.2 9.1 

製造業 8.9 9.2 

医療・福祉 8.1 8.1 
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学術研究、専門・技

術サービス業

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

企業数

8万5472者

(単位：者)

卸売業、小売業, 
30,092 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ業, 
13,344 

建設業, 11,370 

医療・福祉, 10,739 
生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、娯楽

業, 10,200 

不動産業、物品賃貸業, 
9,555 

製造業, 9,429 

学術研究、専門・技術

サービス業, 5,729 

教育、学習支援業, 3,994 
その他, 17,703 

産業大分類別民営事業所数（R3）

卸売業、小売業 
24.6 23.8 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞ

ｽ業 10.9 11.6 

建設業 9.3 9.4 

医療・福祉 8.8 9.0 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ

業、娯楽業 8.4 
8.4 

不動産業、物品賃

貸業 7.8 7.3 

製造業 7.7 8.0 

4.7 4.9 

3.3 3.2 

その他
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広島県 全国

産業大分類別

民営事業所数構成比（R3）

教育、学習支援業

学術研究、専門・技

術サービス業

事業所数

12万2155所

(単位：所)
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（２）従業者数及び付加価値額

卸売業、小売業, 
269,673 

製造業, 230,685 

医療・福祉, 192,952 

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ
業, 92,954 
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学術研究、専門・技
術サービス業, 
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不動産業、物品賃
貸業, 35,182 

その他, 231,337 

産業大分類別従業者数（R3）
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130万3624人
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業、娯楽業

製造業, 13,036

卸売業、小売業, 
11,699

医療・福祉, 7,712
建設業, 5,919

運輸業、郵便業, 
3,106

学術研究、専門・
技術サービス業, 

2,631

不動産業、物品賃貸
業, 2,015

宿泊業、飲食ｻｰﾋﾞｽ
業, 1,457

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、
娯楽業, 1,376

その他, 12,179

産業大分類別付加価値額（R2）

製造業21.3 
16.4 

卸売業、小売業 
19.1 

16.2 

医療・福祉12.6 
21.6 

建設業9.7 7.0 
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業
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付加価値額

6兆1130億円

（単位：億円）

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料）  総務省「令和３年経済センサス」
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３　労働生産性
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（注）　　従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）=付加価値額/事業従事者数で算出。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」

（注）　　特化係数＝広島県従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）/全国従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）で算出。

（資料） 総務省「令和３年経済センサス」
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４　企業の立地動向

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

流通施設 13 15 15 7 4 7 8 3 5 1 4

研究施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

工場 27 26 17 12 13 7 10 6 6 14 14

工業団地内立地企業 9 16 10 14 6 6 6 3 4 8 11

合計 40 41 32 19 17 14 18 9 11 15 18
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図2-4a  企業立地件数の推移

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

生活関連型 9 5 3 2 2 2 1 2 1 4 1

加工組立型 10 14 6 7 6 3 6 3 2 8 8

基礎素材型 8 7 8 3 5 2 3 1 3 2 5

合計 27 26 17 12 13 7 10 6 6 14 14
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図2-4b  産業別　工場立地件数の推移

H26年 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

備北地方圏 0 1 3 0 2 1 1 0 0 1 0

備後地方圏 16 6 7 3 6 1 4 3 4 6 7

広島地方圏 11 19 7 9 5 5 5 3 2 7 7

合計 27 26 17 12 13 7 10 6 6 14 14
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14 14
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図2-4c  地域別　工場立地件数の推移

（資料） 県県内投資促進課

　令和６年の広島県内への企業立地は18件で、前年に比べ３件増加した。内訳は、工場が14件で前年同数、流

通施設は４件で前年から３件増加、研究施設は０件であった（図2-4a）。

　工場立地件数を産業別にみると加工組立型が８件と一番多く、地域別では広島地方圏への立地が７件、備後地

方圏への立地が７件、備北地方圏への立地が０件であった（図2-4b,c）。

（資料） 県県内投資促進課

（資料） 県県内投資促進課
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５　設備投資動向

（資料）日本政策投資銀行中国支店 「中国地域設備投資計画調査」

R５・６・７年度　設備投資動向(広島県） (億円､％)

（注）「＊＊」は1企業に関する数値であるため秘匿。

（資料）日本政策投資銀行中国支店 「2024・2025・2026年度 中国地域設備投資計画調査　統計表」

R５・６年度対比(調査回答社数 324) R６・７年度対比（調査回答社数 336）

全産業 2,343 2,701 15.3 1,465 1,853 26.5
製造業 1,522 1,598 5.0 760 1,087 43.0
　食　品 15 23 48.4 23 23 ▲ 0.4
　繊　維 8 6 ▲ 27.8 6 7 21.7
　紙・パルプ ＊＊ ＊＊ ▲ 27.2 ＊＊ ＊＊ 42.1
　化　学 138 126 ▲ 8.3 85 144 69.5
　石　油 ＊＊ ＊＊ ▲ 100.0 0 0 ▲ 93.9
　窯業・土石 4 11 182.6 11 15 29.8
　鉄　鋼 359 371 3.6 99 153 54.3
　非鉄金属 39 76 92.4 76 41 ▲ 46.1
　一般機械 44 31 ▲ 29.8 40 86 114.3
　電気機械 12 8 ▲ 35.2 8 23 205.2
　精密機械 2 1 ▲ 67.3 1 0 ▲ 100.0
　輸送用機械 672 824 22.6 289 393 36.3
　（自動車） 613 720 17.5 185 220 18.8
　その他の製造業 221 116 ▲ 47.6 ＊＊ ＊＊ 65.6
非製造業 821 1,103 34.4 705 766 8.7
　建　設 9 18 108.3 21 28 29.0
　卸売・小売 171 136 ▲ 20.3 137 209 52.6
　不動産 24 29 22.2 29 44 52.5
　運　輸 152 230 51.5 226 167 ▲ 26.2
　電力・ガス 331 514 55.2 113 105 ▲ 7.0
　通信・情報 72 78 8.8 81 97 19.8
　リース ＊＊ ＊＊ 1.8 10 41 297.8
　サービス 53 88 66.5 87 76 ▲ 13.0
　その他の非製造業 ＊＊ ＊＊ ▲ 35.3 0 0 ▲ 54.5

R５年度実績 R６年度実績 R６/R５ R６年度実績 R７年度計画 R７/R６

2,486
2,326 2,418

3,065

1,977
2,226 2,307

1,755
1,607

1,915
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（計画）
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※網掛け部は景気後退期
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６　輸出入の状況

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

輸出総額（億円） 21,945 23,769 22,210 23,767 23,670 22,393 18,863 22,291 27,452 30,234 28,550 

対前年比（%） 109.5 108.3 93.4 107.0 99.6 94.6 84.2 118.2 123.2 110.1 94.4 

全国ｼｪｱ（%）右目盛 3.0 3.1 3.2 3.0 2.9 2.9 2.8 2.7 2.8 3.0 2.7

21,945
23,769

22,210
23,767 23,670 22,393

18,863

22,291 

27,452 

30,234 
28,550 

3.0 3.1 3.2 3.0 2.9 2.9 2.8 2.7 2.8 3.0 2.7 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000輸
出
総
額
（
億
円
）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

輸出総額の推移

輸送用機器, 
15,316, 53.6%

原料別製品, 
6,516, 22.8%

一般機械, 3,774, 
13.2%

電気機器, 1,025, 
3.6%

化学製品, 536, 
1.9%

原料品, 374, 
1.3%

鉱物性燃料, 81, 
0.3% 食料品, 56, 

0.2%

その他, 871, 
3.1%

品目別輸出額（R6）

アジア，
10,396,36.4%

北米, 7,425, 
26.0%

西欧, 3,370, 
11.8%

中南米, 3,015, 
10.6%

大洋州, 1,916, 
6.7%

中東, 1,038, 
3.6%

アフリカ, 986, 
3.5%

中東欧・ロシア等, 
405, 1.4%

地域別輸出額（R6）

（資料） 神戸税関貿易統計

輸出総額

2兆8550億円

（単位：億円）

輸出総額

2兆8550億円

（単位：億円）

全国ｼｪｱ（％）

ASEAN, 
5,003, 
17.5% 中国, 

1,644, 
5.8%

韓国, 
1,606, 
5.6%

台湾, 
1,206, 
4.2%

インド, 
462, 
1.6%

アジアその他, 
475, 1.7%

, 18,155, 63.6%
アジア内訳

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 神戸税関貿易統計
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第２章　ひろしまの産業活動

鉱物性燃料, 
3,740, 26.1%

原料品, 3,436, 
24.0%

電気機器, 1,864, 
13.0%

原料別製品, 
1,381, 9.6%

一般機械, 1,031, 
7.2%

輸送用機器, 
868, 6.1%

化学製品, 595, 
4.2%

食料品, 263, 
1.8%

その他, 1,154, 
8.0%

品目別輸入額（R6）

アジア, 6,942, 
48.4%

大洋州, 4,144, 
28.9%

中南米, 1,353, 
9.4%

北米, 1,081, 
7.5%

中東欧・ロシア
等, 377, 2.6%

西欧, 177, 1.2%
中東, 135, 0.9%

アフリカ, 123, 
0.9%

地域別輸入額（R6）

（注）　　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 神戸税関貿易統計

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

輸入総額（億円） 12,787 11,314 9,075 10,647 11,377 10,859 8,198 11,388 16,222 14,947 14,332

対前年比（%） 102.9 88.5 80.2 117.3 106.9 95.4 72.1 138.9 142.4 92.1 95.9

全国ｼｪｱ（%）右目盛 1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.2 1.3 1.4 1.4 1.3

12,787

11,314

9,075

10,647
11,377 10,859

8,198

11,388

16,222
14,947

14,332

1.5 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.2 1.3 1.4 1.4 1.3 

0

2,000
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6,000

8,000
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入
総
額
（
億
円
）

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

輸入総額の推移

輸入総額

1兆4332億円

（単位：億円）

輸入総額

1兆4332億円

（単位：億円）

全国ｼｪｱ（％）

中国, 3,391 , 
23.7%

ASEAN, 2,337 , 
16.3%

韓国, 886 , 6.2%

台湾, 140 , 1.0%

インド, 102 , 0.7%アジアその他, 
86 , 0.6%

アジア内訳

（資料） 神戸税関貿易統計
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第２章　ひろしまの産業活動

７　特許等出願状況

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6

商標 1,060 1,102 1,174 1,301 1,315 1,341 1,349 1,440 1,363 1,473 1,282

意匠 382 349 357 424 336 350 311 374 372 322 366

実用新案 96 113 80 91 105 77 81 91 51 49 40

特許 2,442 2,449 2,614 2,474 2,405 2,315 1,965 1,945 1,407 1,311 1,540

合計 3,980 4,013 4,225 4,290 4,161 4,083 3,706 3,850 3,193 3,155 3,228

3,980 4,013
4,225 4,290 4,161 4,083

3,706
3,850

3,193 3,155 3,228

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000
　（件） 特許等出願数の推移

（資料） 特許庁「特許行政年次報告書」

（資料） 特許庁「特許行政年次報告書2025年版」

197 
220 
246 
312 
366 
387 
406 
473 
608 
718 

942 
1,031 

1,560 
3,580 

7,392 

0 3,000 6,000 9,000 
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千葉県

新潟県

広島県

福岡県
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京都府
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岐阜県
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愛知県

大阪府

東京都

意匠出願件数（R6）

上位15都道府県

11位

967 
1,018 
1,055 
1,282 
1,791 
2,116 
2,366 
2,557 
2,868 
3,245 
3,419 

5,226 
5,944 

13,436 
52,542 

0 20,000 40,000 60,000 
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商標出願件数（R6）

上位15都道府県

12位

1,099 
1,115 
1,179 
1,540 
1,692 
1,767 
1,871 
2,193 
2,768 
4,399 

10,017 
12,811 

24,082 
26,695 

131,223 

0 40,000 80,000 120,000 
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三重県

山口県

広島県

長野県
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埼玉県

静岡県

兵庫県

京都府
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愛知県

大阪府

東京都

特許出願件数（R6）
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12位
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0 200 400 600 800 
北海道

長野県

広島県

岐阜県

京都府

新潟県

静岡県

千葉県

兵庫県

福岡県

埼玉県

神奈川県

愛知県

大阪府
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実用新案出願件数（R6）

上位15都道府県

13位

H26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6
【商標】

8月、地域団

体商標制度

改正、商工

会、商工会

議所、特定

非営利活動

法人を地域

団体商標の

登録主体に

追加

【商標】

4月、動き、

ホログラ

ム、音、色

彩、位置の5

つのタイプ

の商標につ

いても出願

受付開始

【商標】

7月、地域団

体商標の登

録主体を、

(一社)まで

拡充、 

地域団体商

標に係る商

標権の取得

費用及び権

利の更新費

用の1／2軽

減

【特許】

4月、中小企

業、個人、

大学を対象

とした審査

請求料と特

許料の減免

措置

【意匠】

4月、改正意

匠法により

新たに画

像、建築

物、内装の

意匠を保護

【特･実・

意・商】

10月審判口

頭審理のオ

ンライン化

特許、商標

及び意匠の

計8つの業務

をはじめと

した各業務

についてAI

技術の導入

を推進

1月、申請手

続のデジタ

ル化のサー

ビス開始
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第２章　ひろしまの産業活動

８　金融動向

（資料） 県経営革新課

（資料） 県経営革新課

H26年度 27 28 29 30 R元年度 2 3 4 5 6

貸出残高（十億円） 12,157 12,422 12,791 13,298 13,746 14,175 15,022 15,374 16,096 16,559 17,012

預金残高（十億円） 20,727 21,180 21,752 22,456 23,042 23,459 24,992 25,658 26,128 26,678 26,799

対前年増減率（%、貸出残高） 3.6 2.2 3.0 4.0 3.4 3.1 6.0 2.3 4.7 2.9 2.7

対前年増減率（%、預金残高） 3.7 2.2 2.7 3.2 2.6 1.8 6.5 2.7 1.8 2.1 0.5

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（十億円）

県内金融機関貸出・預金残高の推移

H26年度 27 28 29 30 R元年度 2 3 4 5 6

保証承諾（億円） 3,124 2,689 2,005 1,579 1,727 1,738 6,754 1,464 1,795 2,760 1,623

保証債務残高（億円） 6,268 5,808 5,061 4,481 4,217 4,127 8,490 8,531 8,252 7,603 7,109

対前年増減率（%、保証承諾） 3.1 ▲ 13.9 ▲ 25.4 ▲ 21.2 9.4 0.6 288.6 ▲ 78.3 22.6 53.8 ▲ 41.2

対前年増減率（%、保証債務残高） ▲ 3.0 ▲ 7.3 ▲ 12.9 ▲ 11.5 ▲ 5.9 ▲ 2.1 105.7 0.5 ▲ 3.3 ▲ 7.9 ▲ 6.5

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

（億円）

信用保証の推移（広島県信用保証協会）

（資料） 県経営革新課

（資料） 県経営革新課
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第２章　ひろしまの産業活動

９　企業倒産

サービス業他, 49 , 
25.1%

建設業, 46 , 23.6%
小売業, 34 , 

17.4%

卸売業, 23 , 
11.8%

製造業, 21 , 
10.8%

運輸業, 9 , 4.6%

情報通信業, 7 , 3.6%

不動産業, 4 , 2.1%
農・林・漁・鉱業, 2 , 1.0%

業種別企業倒産の状況

（R6）

（資料） 東京商工リサーチ

（参照） P54　資料編　表Ⅰ－７

（注１）  業種区分は調査機関の区分による。

（注２）　四捨五入等のため、合計が不一致になる場合がある。

（資料） 東京商工リサーチ

販売不振, 138, 
70.8%

既往のシワ寄せ, 
34, 17.4%

他社倒産の余波, 
7, 3.6%

その他, 6, 3.1%

過小資本, 5, 2.6%

放漫経営, 3, 1.5% 設備投資過大, 1, 0.5%

売掛金回収難, 1, 0.5%

原因別企業倒産の状況

（R6）

原因別倒産件数

195件

（単位：件）
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業種別倒産件数

195件

（単位：件）
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第２章　ひろしまの産業活動

10　開業率・廃業率

（参考）　開業率・廃業率の算出に用いる統計データ及びその特徴

雇用保険事業年報 経済センサス

すべての事業所及び企業

（ただし、農林漁家等を除く）

「経済センサス－基礎調査」（平成26年実施）

「経済センサス－活動調査」（平成24、28、令和３年実
施）

対象 雇用保険の適用事業所

統計データベースの
調査年

毎年度

長所 毎年の捕捉が可能 全事業所・企業が対象

短所
対象が従業員を雇っている事業所に
限定される

調査間隔が概ね２～５年と長く、調査期間内に開業
し、次回の調査までに廃業に至る事業所（企業）の動
向が把握できない。
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H28年 29 30 R元 2 3 4 5
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廃業率の推移

広島県

全国

※網掛け部は景気後退期

（資料） 厚生労働省「雇用保険事業年報」

（注）   開業・廃業事業所数には、事業内容等不詳の事業所を含まない。

（資料）  総務省「経済センサス」

（資料） 中小企業庁「中小企業白書」
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※網掛け部は景気後退期
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